県外から搬入される産業廃棄物に係る事前協議について
１　必要書類
　① 産業廃棄物の市内搬入処分事前協議書
　② 当該産業廃棄物の排出工程図（使用原材料名の記載を含む。任意様式。）
　③ 産業廃棄物処理（運搬及び処分）業者との処理委託契約書　※注１
　④ 産業廃棄物の分析証明書　　
　⑤ 誓約書　　　　　　　　　　　※注２
⑥ その他の添付書類（排出事業場の会社概要等のパンフレット、当該産業廃棄物の写真）

[image: image1]
２　事前協議書の提出
　① 協議者は、当該産業廃棄物を最初に市内に搬入する予定日の３ヶ月前までに事前協議書を提出しなければならない。

　② 事前協議書は１部提出すること。

　③ 当該産業廃棄物の搬入期間は、最大５年間とする。

３　自治体への意見照会
　事前協議書に基づき、必要に応じて県外事業者の事業所の産業廃棄物を所管する関係公共団体に意見を求める場合がある。
４　結果通知
　市内搬入の可否を県外事業者に通知するものとする。
５　変更の協議
　　搬入の期間において、次に掲げる事項を変更しようとするときは、当該変更予定日の１ヶ月前までに市内搬入処分事前協議書（再協議）を市長に提出し、承認を受けなければならない。

　　協議に必要な書類は１と同様とし、既に承認を得た事前協議書に添付された書類のうち、変更のないものは添付を省略することができる。
① 市内に搬入する産業廃棄物の種類

② 市内に搬入する当該産業廃棄物の量

③ 市内に搬入する期間

④ 当該産業廃棄物を排出する施設

⑤ 当該産業廃棄物の収集運搬業者及び処分業者
⑥ 当該産業廃棄物の排出に係る原材料若しくは生産工程又は当該産業廃棄物の処分方法

６　更新の協議

　　事前協議の承認の期間は最大５年間であり、その更新を行おうとする場合は、承認の有効期限までに更新の協議（再協議）を行い、承認を得なければならない。協議方法は、最初に行った事前協議と同様とする。
７　根拠法令等
　① 倉敷市廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則第２０条（分析証明書の保有）
② 倉敷市廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則第４０条（県外から搬入される産業廃棄物））

【倉敷市廃棄物の処理及び清掃に関する条例施行細則】

第２０条　事業者（中間処理業者を含む。次条において同じ。）は、その事業活動に伴って生じた産業廃棄物（燃え殼、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、鉱さい及びばいじんに限る。以下この条において同じ。）について、次に掲げる事項の分析証明書を保有しなければならない。

(1)　当該産業廃棄物の水素イオン濃度指数

(2)　油分の含有量及び溶出量（燃え殼、鉱さい及びばいじんに係るものを除く。）

(3)　有害産業廃棄物（有害物質（カドミウム又はその化合物、シアン化合物、有機りん化合物、鉛又はその化合物、六価クロム化合物、ひ素又はその化合物、水銀又はその化合物、アルキル水銀化合物、ポリ塩化ビフェニル、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、四塩化炭素、１・２-ジクロロエタン、１・１-ジクロロエチレン、シス-１・２-ジクロロエチレン、１・１・１-トリクロロエタン、１・１・２-トリクロロエタン、１・３-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、セレン又はその化合物、１・４－ジオキサン及びダイオキシン類をいう。以下同じ。）が、金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令（昭和48年総理府令第５号。以下この条において「有害判定基準」という。）に定める基準を超えて溶出するおそれのある産業廃棄物をいう。）を排出するおそれのある工場又は事業場から排出される産業廃棄物にあっては、当該産業廃棄物に含有されるおそれのある有害物質の区分に応じ、それぞれの有害物質に係る次に掲げる事項

ア　カドミウム又はその化合物、シアン化合物、鉛又はその化合物、六価クロム化合物、ひ素又はその化合物、水銀又はその化合物、アルキル水銀化合物、ポリ塩化ビフェニル及びセレン又はその化合物　当該産業廃棄物中の含有量及び当該含有量では有害判定基準に定める基準を超えるおそれがある場合にあっては、有害判定基準に定める方法による検出値

イ　有機りん化合物、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタン、四塩化炭素、１・２-ジクロロエタン、１・１-ジクロロエチレン、シス-１・２-ジクロロエチレン、１・１・１-トリクロロエタン、１・１・２-トリクロロエタン、１・３-ジクロロプロペン、チウラム、シマジン、チオベンカルブ、ベンゼン、１・４－ジオキサン及びダイオキシン類　有害判定基準に定める方法による検出値

２　前項の分析証明書は、処理の日前６月以内（ポリ塩化ビフェニルにあっては処理の日前、ダイオキシン類にあっては処理の日前１年以内）に、計量法（平成４年法律第51号）第107条第２号に規定する計量証明の事業の登録を受けた者（ダイオキシン類については、同法第121条の２に規定する特定計量証明事業の認定を受けた者）又は公共機関が作成したものとする。ただし、当該産業廃棄物の排出に係る原材料若しくは生産工程又は当該産業廃棄物の処分方法を変更した場合には、その変更の都度作成したものとする。
第４０条　県外に事業所を有し、当該事業所から生じた産業廃棄物（中間処理産業廃棄物を含む。以下この条において同じ。）を市内で処分しようとする事業者（法第15条の４の２第１項又は第15条の４の３第１項の規定による環境大臣の認定を受けたものを除く。以下この条において「県外事業者」という。）は、産業廃棄物の種類ごとに次に掲げる事項を記載した所定の市内搬入処分事前協議書（以下「事前協議書」という。）を、当該産業廃棄物の最初の市内搬入処分予定日の３月前までに市長に提出し、その承認を得なければならない。

(1)　市内に搬入する産業廃棄物の種類

(2)　市内に搬入する当該産業廃棄物の量

(3)　市内に搬入する期間

(4)　当該産業廃棄物を排出する施設

(5)　当該産業廃棄物の収集運搬業者及び処分業者

２　前項の事前協議書には、次に掲げる書類を添付するものとし、その提出部数は、正本１部とする。

(1)　当該産業廃棄物の分析証明書（産業廃棄物の種類ごとに市長が指定する事項の分析証明書とし、計量法第107条第２号に規定する計量証明の事業の登録を受けた者（ダイオキシン類については、同法第121条の２に規定する特定計量証明事業の認定を受けた者）又は公共機関が作成したものとする。）

(2)　当該産業廃棄物の排出工程図

(3)　当該産業廃棄物に関する収集運搬業者及び処分業者との契約書の写し

(4)　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

３　市長は、第１項に定める事前協議書の提出があったときは、必要に応じて県外事業者の事業所の産業廃棄物を所管する関係公共団体の意見を求め、市内搬入の可否を県外事業者に通知するものとする。

４　県外事業者は、市長が市内搬入処分を認めた場合は、諸法令に定める手続を終了しなければ当該産業廃棄物を市内に搬入してはならない。

５　第１項の事前協議を行った者は、次に掲げる事項を変更しようとするときは、当該変更予定日の１月前までに所定の市内搬入処分事前協議書（再協議）を市長に提出し、承認を受けなければならない。この場合において、同項の規定は、市内搬入処分事前協議書（再協議）の記載事項について、第２項の規定は、添付書類及び提出部数について準用する。

(1)　第１項各号に掲げる事項

(2)　当該産業廃棄物の排出に係る原材料若しくは生産工程又は当該産業廃棄物の処分方法

６　第１項及び前項の規定による承認により市内に産業廃棄物を搬入することができる期間は、５年を限度とする。

７　県外事業者は、当該産業廃棄物の適正な処理に努め、その処理について市長の指示に従わなければならない。
産業廃棄物の市内搬入処分事前協議書
                                                          　　　　年　　月　　日
   倉敷市長　　伊　東　香　織    様
                        　　協議者   住　所
                            　　 　  氏　名
          　    　　                 　　法人にあっては、その名称、主たる事務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所の所在地及び代表者の氏名
                                      　　電話番号（　　　）  　－
　倉敷市内において下記及び別紙のとおり産業廃棄物を処理したく、倉敷市廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（平成13年倉敷市規則第59号）第40条第１項の規定により協議いたします。
　本件の処理に当たっては、排出事業者としての責任を自覚し、業務を委託する収集運搬業者及び処分業者を十分指導、監督するとともに、万一、最終処分地等において不適正な事象が確認された場合は、貴市による指示に従います。
　なお、やむを得ず期間を延長する場合は、再度協議いたします。
排出事業所の名称 ： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
排出事業所の所在地 ： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市内に搬入する期間 ： □　了承日から５年間　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　□　了承日から　　　　年　　月　　日まで
　　　　　　　　　　　□　　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで
（備考）搬入予定日の３ケ月前までに提出すること。
【倉敷市事務処理欄】
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	連絡先：

	通知書：　手交　・　郵送


別　紙
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（添付書類）
１　産業廃棄物の分析証明書（含有試験及び溶出試験）
２　産業廃棄物の排出工程図（使用原材料名の記載を含む）

３　産業廃棄物に関する収集運搬業者及び処分業者との契約書の写し
別　紙
誓　　約　　書
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（平成13年倉敷市規則第59号）第40条の規定に基づく、市内搬入処分事前協議書の提出に当たり添付すべき分析証明書に関し次のことを誓約いたします。
　なお、了承後、分析証明書に記載された有害物質以外の有害物質が検出された場合は、当該産業廃棄物の搬入を直ちに中止するとともに、その取扱いについては倉敷市長の指導に従います。
          　　 　年 　月 　日
　倉敷市長　　伊　東　香　織　　様
                           　    住　所
                             　  氏　名    　  　  　     　　　　　　　
          　                      法人にあっては、その名称、主たる事務
　　　　　　　　　　　　　　　　　所の所在地及び代表者の氏名
記
　　　　　年　　月　　日付けで提出した市内搬入処分事前協議書に添付した当該産業廃棄物の分析証明書に記載された有害物質以外の有害物質については、使用原料、排出工程等から当事業所では含有されることはありません。
別　表
     市内搬入処分事前協議書に添付する分析証明書に係る産業廃棄物の種類別分析項目等
	　　　　産業廃棄物の種類
分析項目
	燃え殻
	汚　泥
	鉱さい
	ばいじん
	処理物
	廃　油
	廃酸・廃ｱﾙｶﾘ
	

	
	中
	埋
	中
	埋
	中
	埋
	中
	埋
	中
	埋
	中
	中
	

	水素イオン濃度指数
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	●
	

	含水率
	
	
	
	●
	
	
	
	
	
	●
	
	
	

	引火点
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	●
	
	

	油分
	
	
	◎
	◎
	
	
	
	
	◎
	◎
	●
	●
	

	アルキル水銀化合物
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	

	水銀又はその化合物
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	

	カドミウム又はその化合物
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	

	鉛又はその化合物
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	

	六価クロム化合物
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	

	砒素又はその化合物
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	

	ＰＣＢ
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	

	セレン又はその化合物
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	●
	

	シアン化合物
	
	●
	●
	●
	
	●
	
	●
	●
	●
	●
	●
	

	有機燐化合物
	
	○
	○
	○
	
	○
	
	○
	○
	○
	●
	●
	

	トリクロロエチレン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	テトラクロロエチレン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	ジクロロメタン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	四塩化炭素
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	1、2-ジクロロエタン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	1、1-ジクロロエチレン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	ｼｽ-1、2-ジクロロエチレン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	1、1、1-トリクロロエタン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	1、1、2-トリクロロエタン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	1、3-ジクロロプロペン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	チウラム
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	シマジン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	チオベンカルブ
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	ベンゼン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	1、４-ジオキサン
	
	△
	△
	○
	
	△
	
	△
	△
	○
	▲
	▲
	

	ダイオキシン類
	●
	●
	▲
	▲
	
	
	●
	●
	▲
	▲
	▲
	▲
	


１　含有試験は、平成24年８月環境省水・大気環境局底質調査方法による。
 ２  溶出試験は、環境庁告示第13号（昭和48年２月17日）による。
 ３  「中」は中間処理を、また「埋」は埋立処分を意味する。
 ４  「○」及び「△」は溶出試験を、「●」及び「▲」は含有量試験を、また「◎」は溶出試験　　 及び含有量試験を意味する。
 ５  含有量試験の結果、有害判定基準の10倍を超えるものについては溶出試験を行う。
 ６　「アルキル水銀化合物」については、「水銀又はその化合物」が不検出の場合には分析を行　　 う必要はない。
 ７  「△」及び「▲」については、明らかに有害物質を含まず性状が安定していると認められる

   産業廃棄物については、使用原料、製品製造工程表、産業廃棄物排出過程等を明らかにした
   書類及び誓約書を提出させることにより分析を省略することができる。
 ８　ダイオキシン類の分析の対象とする産業廃棄物は、燃え殻、汚泥、ばいじん、廃油、廃酸、廃アルカリ及びそれらを処分するために処理したものであり、これらのうちダイオキシン類対策特別措置法第２条第２項に規定する特定施設から排出されるものその他ダイオキシン類が含まれるおそれがあるものに限る。

９　ダイオキシン類の分析方法は、平成４年厚生省告示第192号第１号による。
※注１　処理委託契約書には、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく必要な事項が記載されていること。


※注２　当該産業廃棄物が燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、鉱さい、ばいじん及び産業廃棄物を処分するために処理したもののいずれかに該当する場合には、添付すること（別表参照）。


　　　当該分析証明書は、協議書提出日前６ヵ月以内に計量法（平成４年法律第51号）第107条第２号に規定する計量証明の事業の登録を受けた者（ダイオキシン類については、同法第121条の２に規定する特定計量証明事業の認定を受けた者）又は公共機関が作成したものであること。
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